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１【中間連結財務諸表等】 
(1)【中間連結財務諸表】 
①【中間連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

前中間連結会計期間末 
(平成21年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部    

現金預け金 235,617 212,046 249,857

コールローン及び買入手形 3,565 5,056 9,884

債券貸借取引支払保証金 5,932 11,938 1,521

買入金銭債権 107,741 97,510 98,818

特定取引資産 ※8  22,747 18,929 22,778

金銭の信託 4,762 2,270 2,234

有価証券
※1, ※2, ※8, ※14

4,790,158

※1, ※2, ※8, ※14  
3,954,870 

※1, ※2, ※8, ※14

4,414,926

貸出金
※3, ※4, ※5, ※6, ※7, 

※8, ※9  9,115,054
※3, ※4, ※5, ※6, ※7, 

※8, ※9  8,867,944 
※3, ※4, ※5, ※6, ※7, 

※8, ※9  8,941,948

外国為替 745 716 767

その他資産 ※8  310,333 ※8  300,951 ※8  412,807

有形固定資産 ※10, ※11  125,706 ※10, ※11  124,733 ※10, ※11  125,162

無形固定資産 25,875 27,292 27,361

繰延税金資産 157,230 140,521 147,841

支払承諾見返 419,395 352,067 384,117

貸倒引当金 △63,893 △46,700 △53,370

資産の部合計 15,260,971 14,070,149 14,786,655

負債の部    

預金 ※8  8,727,574 ※8  8,937,502 ※8  8,765,290

譲渡性預金 643,900 303,170 362,190

コールマネー及び売渡手形 ※8  229,050 178,493 217,161

売現先勘定 ※8  255,326 － －

債券貸借取引受入担保金 ※8  1,354,655 ※8  1,638,268 ※8  1,702,697

特定取引負債 7,228 8,538 7,911

借用金 ※8, ※12  1,352,004 ※8, ※12  445,874 ※8, ※12  1,217,246

外国為替 － － 21

社債 ※13  219,992 ※13  227,741 ※13  234,750

信託勘定借 1,113,645 873,256 995,612

その他負債 218,107 362,001 163,570

賞与引当金 2,586 2,607 2,643

退職給付引当金 1,562 1,623 1,592

役員退職慰労引当金 999 872 1,115

偶発損失引当金 11,459 13,230 12,022

繰延税金負債 6,964 3,304 5,345

支払承諾 419,395 352,067 384,117

負債の部合計 14,564,452 13,348,552 14,073,289

純資産の部    

資本金 399,697 399,697 399,697

資本剰余金 149,011 149,011 149,011

利益剰余金 114,757 166,183 142,334

株主資本合計 663,466 714,892 691,044

その他有価証券評価差額金 47,368 17,710 34,968

繰延ヘッジ損益 177 3,639 1,891

土地再評価差額金 ※10  △15,532 ※10  △15,532 ※10  △15,532

為替換算調整勘定 △1,464 △2,002 △1,738

評価・換算差額等合計 30,548 3,814 19,588

少数株主持分 2,504 2,888 2,733

純資産の部合計 696,519 721,596 713,366

負債及び純資産の部合計 15,260,971 14,070,149 14,786,655
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２【中間財務諸表等】 
(1)【中間財務諸表】 
①【中間貸借対照表】 

(単位：百万円)

前中間会計期間末 
(平成21年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成22年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成22年３月31日) 

資産の部    

現金預け金 231,136 208,557 245,874

コールローン － － 6,512

債券貸借取引支払保証金 5,932 11,938 1,521

買入金銭債権 107,741 97,510 98,818

特定取引資産 ※8  22,747 18,929 22,778

金銭の信託 2,500 － －

有価証券
※1, ※2, ※8, ※14

4,862,672

※1, ※2, ※8, ※14  
4,041,835 

※1, ※2, ※8, ※14

4,494,557

貸出金
※3, ※4, ※5, ※6, ※7, 

※8, ※9  9,111,322
※3, ※4, ※5, ※6, ※7, 

※8, ※9  8,865,057 
※3, ※4, ※5, ※6, ※7, 

※8, ※9  8,938,774

外国為替 745 716 767

その他資産 ※8  308,628 ※8  299,535 ※8  410,641

有形固定資産 ※10, ※11  100,371 ※10, ※11  100,005 ※10, ※11  99,887

無形固定資産 17,513 19,556 19,311

繰延税金資産 150,455 133,006 140,434

支払承諾見返 45,715 51,979 48,101

貸倒引当金 △57,881 △39,014 △46,519

資産の部合計 14,909,601 13,809,614 14,481,460

負債の部    

預金 ※8  8,781,915 ※8  8,975,044 ※8  8,822,170

譲渡性預金 643,900 323,170 362,190

コールマネー ※8  229,050 178,493 217,161

売現先勘定 ※8  255,326 － －

債券貸借取引受入担保金 ※8  1,354,655 ※8  1,638,268 ※8  1,702,697

特定取引負債 7,228 8,538 7,911

借用金 ※8, ※12  1,352,004 ※8, ※12  445,874 ※8, ※12  1,217,246

外国為替 － － 21

社債 ※13  219,992 ※13  227,741 ※13  234,750

信託勘定借 1,113,645 873,256 995,612

その他負債 181,631 327,941 127,070

未払法人税等 898 772 1,515

その他の負債 180,733 327,168 125,555

賞与引当金 2,013 2,011 2,050

役員退職慰労引当金 781 640 875

偶発損失引当金 11,045 12,701 11,567

支払承諾 45,715 51,979 48,101

負債の部合計 14,198,904 13,065,660 13,749,429

純資産の部    

資本金 399,697 399,697 399,697

資本剰余金 149,011 149,011 149,011

資本準備金 149,011 149,011 149,011

利益剰余金 148,053 200,789 177,199

利益準備金 46,008 47,908 46,008

その他利益剰余金 102,045 152,880 131,191

繰越利益剰余金 102,045 152,880 131,191

株主資本合計 696,763 749,498 725,909

その他有価証券評価差額金 29,288 6,347 19,762

繰延ヘッジ損益 177 3,639 1,891

土地再評価差額金 ※10  △15,532 ※10  △15,532 ※10  △15,532

評価・換算差額等合計 13,934 △5,544 6,121

純資産の部合計 710,697 743,954 732,030

負債及び純資産の部合計 14,909,601 13,809,614 14,481,460
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当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている中央三井信託銀行株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度

の中間連結会計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中

間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー

計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、中央三井信託銀行株式会社及び連結子会社の平成21年９月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する中間連結会計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以 上 

  

  
  

独立監査人の中間監査報告書
 

平成21年11月17日

取締役会 御中 

有限責任監査法人 トーマツ 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士  手  塚  仙  夫  ㊞ 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士  木  村  充  男  ㊞ 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士  佐  藤  智  治  ㊞ 

※ １ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。 

２ 中間連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 
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当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている中央三井信託銀行株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度

の中間連結会計期間(平成22年４月１日から平成22年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中

間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー

計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、中央三井信託銀行株式会社及び連結子会社の平成22年９月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する中間連結会計期間(平成22年４月１日から平成22年９月30日まで)の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以 上 

  

  
  

独立監査人の中間監査報告書
 

平成22年11月18日

取締役会 御中 

有限責任監査法人 トーマツ 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士  手  塚  仙  夫  ㊞ 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士  佐  藤  智  治  ㊞ 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士  牧  野  あ や 子  ㊞ 

※ １ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。 

２ 中間連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 
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当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている中央三井信託銀行株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第67期事業年

度の中間会計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借

対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、中央三井信託銀行株式会社の平成21年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する

中間会計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示している

ものと認める。 

  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以 上 

  

  

独立監査人の中間監査報告書
 

平成21年11月17日

取締役会 御中 

有限責任監査法人 トーマツ 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士  手  塚  仙  夫  ㊞ 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士  木  村  充  男  ㊞ 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士  佐  藤  智  治  ㊞ 

※ １ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。 

２ 中間財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 
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中央三井信託銀行株式会社 

 

  
 

  
 

  
 

  
 

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている中央三井信託銀行株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第68期事業年

度の中間会計期間(平成22年４月１日から平成22年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借

対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、中央三井信託銀行株式会社の平成22年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する

中間会計期間(平成22年４月１日から平成22年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示している

ものと認める。 

  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  
以 上 

  

  

独立監査人の中間監査報告書
 

平成22年11月18日

取締役会 御中 

有限責任監査法人 トーマツ 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士  手  塚  仙  夫  ㊞ 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士  佐  藤  智  治  ㊞ 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士  牧  野  あ や 子  ㊞ 

※ １ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。 

２ 中間財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 
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【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の５の２第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成22年11月25日 

【会社名】 中央三井信託銀行株式会社 

【英訳名】 The Chuo Mitsui Trust and Banking Company，Limited 

【代表者の役職氏名】 取締役社長 奥 野 順 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 東京都港区芝三丁目33番１号 

【縦覧に供する場所】 金融商品取引法の規定による備置場所はありません。 

 

 

 



当社取締役社長奥野 順は、当社の第68期事業年度の中間会計期間(自平成22年４月１日 至平成22年

９月30日)の半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたし

ました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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